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不動産鑑定評価 【H20-29改】

　不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれ
ば、正しいものはどれか。
1．不動産の価格を求める鑑定評価の手法は、原価法、取引事例比較法及び
収益還元法に大別され、鑑定評価に当たっては、原則として案件に応じて
これらの手法のうち少なくとも一つを選択して適用すべきこととされてい
る。

2．土地についての原価法の適用において、宅地造成直後と価格時点とを比
べ、公共施設等の整備等による環境の変化が価格水準に影響を与えている
と認められる場合には、地域要因の変化の程度に応じた増加額を熟成度と
して加算できる。

3．特殊価格とは、市場性を有する不動産について、法令等による社会的要
請を背景とする鑑定評価目的の下で、正常価格の前提となる諸条件を満た
さないことにより正常価格と同一の市場概念の下に形成されるであろう市
場価値と乖離する場合における不動産の経済価値を適正に表示する価格を
いう。

4．収益還元法は、対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益
の現在価値の総和を求めることにより対象不動産の試算価格を求める手法
であることから、賃貸用不動産の価格を求める場合に有効であり、自用の
住宅地には適用すべきでない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
不動産の効用及び相対的稀

き

少性並びに不動産に対する有効需要の三者に
影響を与える要因を価格形成要因といい、一般的要因、地域要因及び個別
的要因に分けられる。
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不動産鑑定評価 【H24-25】

　不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれ
ば、誤っているものはどれか。
1．不動産の価格を形成する要因とは、不動産の効用及び相対的稀

き

少性並び
に不動産に対する有効需要の三者に対する影響を与える要因をいう。不動
産の鑑定評価を行うに当たっては、不動産の価格を形成する要因を明確に
把握し、かつ、その推移及び動向並びに諸要因間の相互関係を十分に分析
すること等が必要である。

2．不動産の鑑定評価における各手法の適用に当たって必要とされる事例
は、鑑定評価の各手法に即応し、適切にして合理的な計画に基づき、豊富
に秩序正しく収集、選択されるべきであり、例えば、投機的取引と認めら
れる事例は用いることができない。

3．取引事例比較法においては、時点修正が可能である等の要件をすべて満
たした取引事例について、近隣地域又は同一需給圏内の類似地域に存する
不動産に係るもののうちから選択するものとするが、必要やむを得ない場
合においては、近隣地域の周辺の地域に存する不動産に係るもののうちか
ら選択することができる。

4．原価法における減価修正の方法としては、耐用年数に基づく方法と、観
察減価法の二つの方法があるが、これらを併用することはできない。
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地価公示 【H21-25】

　地価公示法に係る次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．公示区域内の土地を対象とする鑑定評価については、公示価格を規準と
する必要があり、その際には、当該対象土地に最も近接する標準地との比
較を行い、その結果に基づき、当該標準地の公示価格と当該対象地の価格
との間に均衡を保たせる必要がある。

2．標準地の鑑定評価は、近傍類地の取引価格から算定される推定の価格、
近傍類地の地代等から算定される推定の価格及び同等の効用を有する土地
の造成に要する推定の費用の額を勘案して行われる。

3．地価公示において判定を行う標準地の正常な価格とは、土地について、
自由な取引が行われるとした場合において通常成立すると認められる価格
をいい、当該土地に、当該土地の使用収益を制限する権利が存する場合に
は、これらの権利が存するものとして通常成立すると認められる価格をい
う。

4．地価公示の標準地は、自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を
有すると認められる地域において、土地の利用状況、環境等が最も優れて
いると認められる一団の土地について選定するものとする。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
土地の取引を行う者は、取引の対象土地に類似する利用価値を有すると
認められる標準地について公示された価格を指標として、行わなければな
らない。
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住宅金融支援機構 【H24-46】

　独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）
に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。
1．機構は、証券化支援事業（買取型）において、民間金融機関から買い取
った住宅ローン債権を担保としてMBS（資産担保証券）を発行している。

2．証券化支援事業（買取型）における民間金融機関の住宅ローン金利は、
金融機関によって異なる場合がある。

3．機構は、証券化支援事業（買取型）における民間金融機関の住宅ローン
について、借入金の元金の返済を債務者本人の死亡時に一括して行う高齢
者向け返済特例制度を設けている。

4．機構は、証券化支援事業（買取型）において、住宅の建設や新築住宅の
購入に係る貸付債権のほか、中古住宅を購入するための貸付債権も買取り
の対象としている。

4

〈こんな選択肢も出たことがある〉
機構は、民間金融機関により貸付けを受けた住宅ローン債務者の債務不
履行により元利金を回収することができなかったことで生じる損害をてん
補する住宅融資保険を引き受けている。

プラス



265

不動産広告ルール 【H21-47改】

　宅地建物取引業者が行う広告等に関する次の記述のうち、不当景品類及び
不当表示防止法（不動産の表示に関する公正競争規約の規定を含む。）によ
れば、正しいものはどれか。
1．平成５年4月1日に建築され、平成12年4月1日に増築された既存住宅
を平成27年4月1日から販売する場合、当該増築日を起算点として「築15
年」と表示してもよい。

2．建築基準法で規定する道路に2ｍ以上接していない土地に建築物を建築
しようとしても、原則として建築基準法第6条第1項の確認を受けること
はできないため、「建築不可」又は「再建築不可」と明示しなくてもよい。

3．新築賃貸マンションの賃料について、すべての住戸の賃料を表示するこ
とがスペース上困難な場合は、標準的な1住戸1か月当たりの賃料を表示
すればよい。

4．宅地の造成又は建物の建築に関する工事の完了前であっても、宅地建物
取引業法第33条に規定する許可等の処分があった後であれば、当該工事に
係る宅地又は建物の内容又は取引条件その他取引に関する表示をしてもよ
い。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
マンションの広告を行う場合、当該マンションが建築後2年経過してい
たとしても、居住の用に供されたことがなければ「新築分譲マンション」
と表示することができる。
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土　地 【H24-49】

　土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。
1．台地は、一般的に地盤が安定しており、低地に比べ自然災害に対して安
全度は高い。

2．台地や段丘上の浅い谷に見られる小さな池沼を埋め立てた所では、地震
の際に液状化が生じる可能性がある。

3．丘陵地帯で地下水位が深く、砂質上で形成された地盤では、地震の際に
液状化する可能性が高い。

4．崖崩れは降雨や豪雨などで発生することが多いので、崖に近い住宅では
梅雨や台風の時期には注意が必要である。
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〈こんな選択肢も出たことがある〉
台地・段丘は、農地として利用され、また都市的な土地利用も多い。
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建　物 【H21-50】

　建物の構造に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。
1．鉄骨構造の特徴は、自重が重く、耐火被覆しなくても耐火構造にするこ
とができる。

2．鉄筋コンクリート構造は、耐火、耐久性が大きく骨組形態を自由にでき
る。

3．鉄骨鉄筋コンクリート構造は、鉄筋コンクリート構造よりさらに優れた
強度、じん性があり高層建築物に用いられる。

4．集成木材構造は、集成木材で骨組を構成した構造で体育館等に用いられ
る。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
コンクリートの引張強度は、圧縮強度より大きい。
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不動産取得税 【H24-24改】

　不動産取得税に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．不動産取得税の課税標準となるべき額が、土地の取得にあっては10万
円、家屋の取得のうち建築に係るものにあっては1戸につき23万円、その
他のものにあっては1戸につき12万円に満たない場合においては、不動産
取得税が課されない。

2．平成27年4月に取得した床面積250㎡である新築住宅に係る不動産取得
税の課税標準の算定については、当該新築住宅の価格から1,200万円が控
除される。

3．宅地の取得に係る不動産取得税の課税標準は、当該取得が平成30年3月
31日までに行われた場合、当該宅地の価格の4分の1の額とされる。

4．家屋が新築された日から2年を経過して、なお、当該家屋について最初
の使用又は譲渡が行われない場合においては、当該家屋が新築された日か
ら2年を経過した日において家屋の取得がなされたものとみなし、当該家
屋の所有者を取得者とみなして、これに対して不動産取得税を課する。
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固定資産税 【H20-28】

　固定資産税に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．固定資産の所有者の所在が震災、風水害、火災等によって不明である場
合には、その使用者を所有者とみなして固定資産課税台帳に登録し、その
者に固定資産税を課することができる。

2．市町村長は、一筆ごとの土地に対して課する固定資産税の課税標準とな
るべき額が、財政上その他特別の必要があるとして市町村の条例で定める
場合を除き、30万円に満たない場合には、固定資産税を課することができ
ない。

3．固定資産税の課税標準は、原則として固定資産の価格であるが、この価
格とは「適正な時価」をいうものとされており、固定資産の価格の具体的
な求め方については、都道府県知事が告示した固定資産評価基準に定めら
れている。

4．市町村長は、毎年3月31日までに固定資産課税台帳を作成し、毎年4月
1日から4月20日又は当該年度の最初の納期限の日のいずれか遅い日以後
の日までの間、納税義務者の縦覧に供しなければならない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　固定資産税を既に全納した者が、年度の途中において土地の譲渡を行
った場合には、その所有の月数に応じて税額の還付を受けることができ
る。
②　新築された住宅に対して課される固定資産税については、新たに課さ
れることとなった年度から4年度分に限り、2分の1相当額を固定資産
税額から減額される。
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印紙税 【H20-27】

　印紙税に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．建物の賃貸借契約に際して敷金を受け取り、「敷金として20万円を領収
し、当該敷金は賃借人が退去する際に全額返還する」旨を記載した敷金の
領収証を作成した場合、印紙税は課税されない。

2．土地譲渡契約書に課税される印紙税を納付するため当該契約書に印紙を
はり付けた場合には、課税文書と印紙の彩紋とにかけて判明に消印しなけ
ればならないが、契約当事者の代理人又は従業者の印章又は署名で消印し
ても、消印をしたことにはならない。

3．当初作成の「土地を1億円で譲渡する」旨を記載した土地譲渡契約書の
契約金額を変更するために作成する契約書で、「当初の契約書の契約金額
を2,000万円減額し、8,000万円とする」旨を記載した変更契約書は、契約
金額を減額するものであることから、印紙税は課税されない。

4．国を売主、株式会社Ａ社を買主とする土地の譲渡契約において、双方が
署名押印して共同で土地譲渡契約書を2通作成し、国とＡ社がそれぞれ1
通ずつ保存することとした場合、Ａ社が保存する契約書には印紙税は課税
されない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　「平成29年4月1日付建設工事請負契約書の契約金額3,000万円を5,000
万円に増額する」旨を記載した変更契約書は、記載金額2,000万円の建
設工事の請負に関する契約書として印紙税が課される。
②　給与所得者が自宅の土地建物を譲渡し、代金8,000万円を受け取った
際に作成した領収書には、金銭の受取書として印紙税が課される。

10

プラス


